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はじめに 

「面的評価支援システム操作マニュアル（別冊）背後地騒音推計方法の概要編」は、環境省の面的評価支援

システムにおける背後地騒音の推計方法についてまとめたものです。 
面的評価支援システムは、建物・建物群背後における騒音の計算において、伝搬経路の計算処理の煩雑等の理

由から建物外壁面での反射等の影響を考慮せず、建物による回折減衰（上方の回折のみ）と距離減衰により計

算しています。 
今般、「道路交通騒音の予測モデル ”ASJ RTN-Model 2018”」（日本音響学会）の公表を受け、この予測

モデルを参考に面的評価支援システムの見直しを行うと共に、推計精度の向上を図るために、建物背後におけ

る推計方法の改良を行いました。 
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１ 推計計算の適応範囲（環境省面的評価支援システム） 

 1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ 推計方法の概要 

（環境省面的評価支援システム） 
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１ 推計計算の適応範囲（環境省面的評価支援システム） 
 

１－１ 対象道路 
 

推計計算を行うことが可能な道路構造は、次に示す道路構造です。 
 
道路一般部：平面、盛土、切土、高架 
道路特殊部：掘割、高架・平面道路併設部 

 
 

１－２ 交通量 
 

推計計算を行うことが可能な交通量は、昼間及び夜間の時間区分においてゼロ台以上であり、上限の制限はあり

ません。 
 
 

１－３ 自動車の走行速度 
 

推計計算を行うことが可能な走行速度は、次に示す範囲内です。 
 
定常走行：（自動車専用道路、一般道路）40～140km/h 
非定常走行：（一般道路）       10～ 60km/h 

 
 

１－４ 推計計算の範囲 
 

推計計算を行うことが可能な範囲は、「自動車騒音常時監視マニュアル」に示す『自動車の運行に伴う騒音が支

配的な音源である地域』：道路端（道路境界）から50ｍにある全ての範囲とします。 
 
 

１－５ 気象条件 
 

無風で特に強い気温の勾配が生じていない状態を標準としており、推計計算において、風による影響や気温の温

位勾配による補正は、考慮していません。 
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２ 推計計算の手順（環境省面的評価支援システム） 

自動車の走行騒音が概ね一定の区間【評価区間】ごとに、次の条件を設定します。 
①（評価区間線形）：路線情報（交通量等）、道路構造、車線数、走行状態、縦断勾配の設定 
②（標準断面設定）：幅員構成、音源位置、道路敷地境界、舗装種類、遮音壁位置・種類等の設定 
③（距離帯、建物）：予測点位置の設定、建物群による遮蔽物位置の設定 
④（騒音基準位置）：基準点位置の設定、道路近傍騒音の当てはめ 
⑤（残留騒音設定）：背後地騒音、一般環境騒音、環境基準値などから残留騒音を設定 

基本式 

V：走行速度[km/h]

a：車種別に与えられる定数

b：速度依存性を表す係数

c：排水性舗装による騒音低減効果の経年変化を表す係数

y：舗装敷設後の経過年数（年）

C：各種要因による補正項 

    ：道路の縦断勾配による走行騒音の変化に関する補正量[dB] 

：自動車走行騒音の指向性に関する補正量[dB] 

   ：その他の要因に関する補正量[dB] 

① 車種（２車分類：大型車類、小型車類） 

② 走行状態（定常走行区間、非定常走行区間） 
定常走行区間（自動車専用道路，一般道路）： 走行速度Vは40 km/h～140 km/h
非定常走行区間（一般道路）：走行速度V は10 km/h～60 km/h

Ｃ＝ΔＬgrad＋ΔＬdir＋ΔＬetc 

ΔＬgrad 
ΔＬdir 
ΔＬetc 

ＬWA＝ａ＋ｂ log10Ｖ ＋Ｃ （密粒舗装のパワーレベル） 

ＬWA＝ａ＋ｂ log10Ｖ ＋ｃ log10( 1＋ｙ)＋Ｃ （排水性舗装のパワーレベル） 

1.計算条件の設定 

2.音源パワーレベルの設定 
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③ 排水性舗装における定数 ａ，係数ｂ ，ｃ の値 

④ 縦断勾配に関する補正 
※ただし，この補正は密粒舗装の道路を走行する大型車類にのみ適用します。 

205.014.0 gradgradgrad iiL 
max,0 gradgrad ii 

i grad：道路の縦断勾配[%] 

 ：補正を適用する縦断勾配の最大値で，走行速度別に与えられます。 

⑤ 指向性に関する補正 
 

θ ≥ 80° のときは，θ = 80° とします。 

なお，θ は，θ の水平面への投影角度 と以下の関係にあります。

)tan(sintan 1    0



 


0

cos)2coscos(  cba
Ldir 


75

75




maxi

●一般道路（定常・非定常走行区間）

a b c a b c

小型車類 41.0 7.3 76.6 7.3

大型車類 49.3 3.6 84.9 3.6

●自動車専用道路（定常走行区間）

a b c

小型車類 50.6 1.5

大型車類 57.7 0.6

定常走行区間
(60 ≤ Ｖ ≤ 140km/h)

25

定常走行区間
(40 ≤ Ｖ ≤ 80km/h)車種分類

30

非定常走行区間
(10 ≤ Ｖ ≤ 60km/h)

10

車種分類
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■ 高架構造の場合 

仮想音源のA 特性音響パワーレベル 
 
 

V  ：走行速度[km/h] 

a： 橋種ごとの定数値 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 対象とする高架橋 
下記に示す鋼橋及びコンクリート橋とします。 
※鋼床版鋼鈑桁橋、トラス橋、アーチ橋は除きます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 車種：大型車類のみとします。 
 
(c) 走行速度：40 km/h 以上とします。 

 
 
       

ＬWA,str ＝ａ＋ 30 log10Ｖ  
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基本式 

iairigrndidifiiWAiA LLLrLL ,,,10,, log208   

    ：音源位置から予測点に伝搬する騒音のA 特性音圧レベル[dB] 

   ：音源位置における自動車走行騒音のA 特性音響パワーレベル[dB] 

  ：音源位置から予測点までの直達距離[m] 

   ：回折に伴う減衰に関する補正量[dB] 

    ：地表面効果による減衰に関する補正量[dB] 

    ：空気の音響吸収による減衰に関する補正量[dB]  

 

 
 

□ 音源位置 
音源位置は、道路中心線から予測点までの最短距離（L）と、道路中心線に沿って±10L の

範囲に1/10Lの間隔で配置します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回折点

音源位置

計算点

L 計算点から道路中心までの距離

※回折点が２地点を 超える場合は、回折点さが高い２地点を選考した

二重障壁の回折減衰とする。

 

 
※上図は音源位置をLの間隔で配置した例 
※音源位置は断面で設定した中心線と音源(上り、下り)までの距離 
 

 

 
 
 

iAL ,

iWAL ,

ir

idifL ,

igrndL ,

iairL ,

音源位置((※) 

基準点位置(道路端) 

基準点位置(道路端) 

L 

L 

中心線 

各車線の音源 

L L L 

1/10L 

3.ユニットパターンの伝搬計算 
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① 距離減衰 

rLr 10log20  （点音源の距離減衰式） 

r ：音源位置から予測点までの直達距離[m] 

 
 

② 回折に伴う減衰 
■遮音壁での基本量（ナイフウェッジ）                      

 
 
 
 

 
 ：回折経路差[m] 

係数 specc は，路面が密粒舗装と一般的な排水性舗装の別に下記の表に示す値とします。 

また、回折経路差  は以下の図より求められます。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

■建物、法肩での基本量（直角ウェッジ）  
 
 
 
 
 
 
 
 

■遮音壁（１回回折）の回折補正量 
    

   
 

 
統一型遮音壁の吸音効果による補正量 

 
  
  

（統一型遮音壁以外） 

（統一型遮音壁） 

＝
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■二重障壁（築堤、建物などの厚みのある回折補正量） 

 
 
 
 
   X , Y：回折点 

LABC：音の伝搬経路がABCである場合の直角ウェッジの回折補正量 
 ABC,r：回折経路ABCの行路差 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■透過音を考慮した回折補正量 
 
 

 
     ΔＬd,1：右図の遮音壁Ｏ1を頂点とした場合の回折補正量 
     ΔＬdif,slit：スリット回折に関する補正量 
     ＲA,RTN：遮音壁の音響透過損失 
 
 
 
 
 
 
 

＝
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③ 地表面効果による減衰 





n

i
igrndgrnd LL

1
,  










0

log
,

10

, ic

i
i

igrnd
r

r
K

L    

     ：i  番目の地表面による減衰に関する補正量[dB] 

：i 番目の地表面による超過減衰に関する係数 

：i  番目の地表面上の伝搬距離[m] 

：i  番目の地表面による超過減衰が生じ始める距離[m]。 

※アスファルトなどの舗装面では    ＝0とします。 

□
iK ： 

(a) 柔らかい畑地 





 


0.20

1.15081.093.3 ,ia
i

H
K   

5.1

5.16.0

,

,





ia

ia

H

H  

(b) 草地 
















0.20

0.1642.148.2

85.9537.098.6

,

,

ia

ia

i H

H

K
  

0.4

0.45.1

5.16.0

,

,

,







ia

ia

ia

H

H

H
 

(c) 固い地面、排水性舗装路面 












3.1594.253.1

0.5472.097.4

,

2
,,

ia

iaia

i
H

HH
K   

0.3

0.36.0

,

,





ia

ia

H

H  

 

iaH ,
 ：最短伝搬経路を考え、対象とする地表面の両端における伝搬高さ

1iH と
iH の平均値とします。 

 
 

切土については、法肩部のH2が1ｍ以下となっても、H2＝1ｍとして扱います。 

 

  )(
,, )()( iZf
iaiic HZgr   

    
 
 
 

ici

ici

rr

rr

,

,





igrndL ,

icr ,

ir
iK

2

)( 1
,

ii
ia

HH
H


 

)( 1

1

ii

ii
i HH

HH
Z









igrndL ,
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 □ )( iZf ： 

(a) 柔らかい畑地 
 

 
 
 
 

(b) 草地 
 
 
 

(c) 固い地面、排水性舗装路面 
 
 
 

 

 □ )( iZg ： 

  32)( iiii dZcZbZaZg   

   ただし固い地面で 1.1, iaH の場合 

    
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

)()1.1()(
,

,10)1.1()( iiai ZhHZf
iic Zgr 

32 19.12301.10592.0517.0)( iiii ZZZZh 












32

32

)8.0(189)8.0(6.21)8.0(72.100.2

)4.0(47.2)4.0(711.0)4.0(124.009.2

09.2

)(

iii

iiii

ZZZ

ZZZZf

4.00.0  iZ

8.04.0  iZ

0.18.0  iZ








32 )4.0(47.5)4.0(920.0)4.0(387.03.2

3.2
)(

iii

i
ZZZ

Zf
4.00.0  iZ

0.14.0  iZ








32 )2.0(648.0)2.0(38.1)2.0(170.03.2

3.2
)(

iii

i
ZZZ

Zf
2.00.0  iZ

0.12.0  iZ
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④ 反射音 
 ■反射面の吸音に関する補正 

 )1(log10 ,10 RTNAabsL   

   RTNA, ：道路交通騒音のスペクトルを考慮した吸音率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 ■反射音の計算 
 

反射補正量は、帯状反射面での反射補正量（スリット法）とし、以下の３ケースについて、一

次反射音、二次反射音の影響を考慮します。 
・遮音壁表面 

・掘割構造道路の側壁 

・高架・平面道路併設部の高架裏面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 absslitreflWAreflA LLrLL  ,10, log208  

 reflAL , ：反射音のA特性音圧レベル[dB] 

r：S’からPまでの直線距離[m] 

：音波がスリットを通過するときの回折補正量[dB] 

：反射面の吸音性に関する補正量[dB] 

  10/10/
10,

2,1, 1010log10 reflrefl LL
slitreflL    

   
2,1, , reflrefl LL  ：O1 又はO2 をエッジとする半無限障壁の回折補正量[dB] 

 

slitreflL ,

absL
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□掘割構造道路 

(a) 経路S0－P：直接経路 
(b) 経路S1－P：一次反射経路 
(c) 経路S2－P：二次反射経路 

 







 



n

i

LiL
A

iAAL
1

10/
10 10/10)1(10log10 ,0, 

AL ：予測点におけるA 特性音圧レベル[dB] 

0,AL ：実音源からの寄与によるA 特性音圧レベル[dB] 

iAL , ：i  番目の鏡像音源からの寄与によるA 特性音圧レベル[dB] 

n：鏡像音源の数（反射回数） 

 ：側壁面の吸音率 

islitdificoriWAiA LLrLL ,,,10, log208 

□高架・平面道路併設部 

(a) 直接音S～P
(b) 高架裏面反射音S’～P
(c) 裏面地面反射音S’～P’及びS’’～P

)10101010(log10 10/10/10/10/
10

3,2,1,0, AAAA LLLL
AL 

0,AL 、 1,AL 、 2,AL 、 3,AL はそれぞれ直接音，高架裏面反射音，裏面地面反射音(S’～P’及びS’’～P) の 

A 特性音圧レベルです。 

1,AL 、 2,AL 、 3,AL は次式で計算する.。 

absislitreflisbdifiWAiA LLLrLL  ,,,,10, log208  i = 1～3 

isbdifL ,, ：i番目の鏡像音源についての遮音壁に対する回折補正量[dB] 

islitrefl ,, ：スリット回折に関する補正量[dB] 

absL ：吸音に関する補正量（高架裏面が吸音性の場合） 

⑤ 空気の音響吸収による減衰に関する補正 

空気の音響吸収による減衰に関する補正量は、 airL ＝ 0dBとします。 



２ 推計計算の手順（環境省面的評価支援システム） 

 13

 
 
 

パワーレベルの合成 









 

i
i

L
AE t

T
L iA 10/

0
10

,10
1

log10  

0T  ＝1秒 

it ：離散音源の移動時間 

iairigrndidifiiWAiA LLLrLL ,,,10,, log208   

  iAL , ：音源位置から予測点に伝搬する騒音のA 特性音圧レベル[dB] 

iWAL , ：音源位置における自動車走行騒音のA 特性音響パワーレベル[dB] 

ir ：音源位置から予測点までの直達距離[m] 

igrndL , ：回折に伴う減衰に関する補正量[dB] 

   （※．予測点位置が、建物群背後となる場合には、建物群の影響による上限を－15dBとします。） 

idifL , ：地表面効果による減衰に関する補正量[dB] 

iairL , ：空気の音響吸収による減衰に関する補正量[dB]  

 
 

 
 
 
 
 
 
LAE：車種ごとの単発騒音暴露レベル（dB） 
NT,j：時間Ｔにおける車種ｊの交通量（台） 
LAeq,T：対象とする 時間（ｓ）の等価騒音レベル（dB）（昼間、夜間の時間区分別） 
 
交通量は、道路交通センサスデータ、又は、実測データを使用します。 
 
 

 
①基準点の等価騒音レベルを推計します。 
 
②基準点の推計値（L Aeq）と実測値の差を求め、地域特性を表す補正値とします。 

ΔL chiiki ＝ 騒音推計値（L Aeq）－ 実測値（又は準用する測定値） 
※騒音発生強度の把握の方法が1(沿道騒音レベルの実測による方法)又は2(評価区間における騒音 

測定結果を準用する方法)の場合のみ 

 
③評価区間ごとに、背後地の残留騒音を設定します。 
 
④背後地の予測位置の等価騒音レベルを推計します。 
     L road＝騒音推計値（L Aeq）＋ΔL chiiki 

     L zone ＝ 10log（10L road / 10＋10L resid / 10） 
       L road：地域特性の補正を行った背後地の等価騒音レベル 

L resid：残留騒音レベル 
 L zone：背後地の予測位置の等価騒音レベル（評価値） 

4.単発暴露騒音レベルの算出（エネルギー積分） 

5.等価騒音レベル（ＬAeq）の算出（車種別、方向別） 

6.予測位置の等価騒音レベル（ＬAeq）の算出 

Aeq,TL ＝ 1010log
T


j
NT,j 10 10LAE,j／

1010logAEL ＝ 10 10LAE,Ti,i／
i
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３ 「ASJ RTN-Model 2018」と「環境省面的評価支援システム」の比較 
 
 
  ASJ RTN-Model 2018 環境省面的評価支援システム 

適用範囲 （１）対象道路   

   道路一般部：平面，盛土，切土，高架  道路一般部：平面，盛土，切土，高架 

  
 道路特殊箇所：インターチェンジ部，連結部，信号交差点部，トンネ

ル坑口周辺部，掘割・半地下部，高架・平面道路併設部，複層高架部 

 道路特殊箇所：掘割，高架・平面道路併設部 

非対応：トンネル坑口周辺部，半地下部，複層高架部 

※インターチェンジ部，信号交差点部については、道路一般部の構

造に当てはめ、走行状態の変化を考慮する場合には、区間を区切る。 

  （２）交通量   

   制限なし  制限なし 

  （３）自動車の走行速度   

   定常走行：（自動車専用道路，一般道路） 40～140km/h  定常走行：（自動車専用道路，一般道路）   40～140km/h 

   非定常走行：（一般道路）              10～ 60km/h  非定常走行：（一般道路）                10～ 60km/h 

   加・減速走行：（インターチェンジ部）    0～ 80km/h  

   加・減速走行：（一般道路の信号交差点付近など）  0～ 60km/h  

     

  （４）予測範囲   

   道路から水平距離200mまで，高さ12m（検証範囲）  道路敷地境界から背後地方向に50mまでの範囲を評価対象範囲 

   (高さの適用範囲について、原理的に制限はない）  とします。（高さの制限はなし） 

  （５）気象条件   

   無風で特に強い気温の勾配が生じていない状態を標準  無風状態を標準としており、補正はありません。 

予測法と基

本式 
 ユニットパターン及びその時間積分値（LAeq）を求める  ユニットパターン及びその時間積分値（LAeq）を求める  

予測計算法

の計算手順 

（１）道路構造・沿道条件・予測点の設定   

 ・道路構造及び音源の位置  ・道路構造及び音源の位置 

 ・予測点  ・予測点 

   ・伝搬経路上に存在する音響障害物の位置  ・伝搬経路上に存在する音響障害物の位置 

   ・地表面性状条件  ・地表面性状条件 

  （２）計算車線位置の設定   

   ・実際の車線中心にそれぞれ１車線ずつ配置する  上下車線の中央に仮想的な車線を１車線ずつ配置 

   ・上下車線の中央に仮想的な車線を１車線ずつ配置してもよい   

  （３）離散音源点の設定   

   道路に対する予測点からの垂線と車線の交点を中心にして  道路に対する予測点からの垂線と車線の交点を中心にして 

  ±20Lの範囲にL以下の間隔で配置  ±10Lの範囲に1/10L以下の間隔で配置 

   （L：計算車線から予測点までの最短距離）  （L：計算車線から予測点までの最短距離） 

  （４）音源のパワーレベルの設定   

   ・2車種(大型車，小型車)又は ・2車種(大型車，小型車)での分類 

    4車種(乗用車，小型貨物車，中型車，大型車)での分類   

   ・二輪車の分類(二輪車からの発生騒音を別途考慮する場合) ・二輪車からの発生騒音を考慮しない 

   ・自動車の走行状態（定常，非定常，加速，減速） 
・自動車の走行状態（定常，非定常，加速，減速） 

※減速は定常として対応する 

   ・走行速度 ・走行速度 

   ・排水性舗装路面に関する補正量 ・排水性舗装路面に関する補正量 

   ・縦断勾配に関する補正量 ・縦断勾配に関する補正量 

   ・指向性に関する補正量 ・指向性に関する補正量 

   ・その他の要因に関する補正量(現時点では0とする) ・その他の要因に関する補正量(現時点では0とする) 

  （５）ユニットパターンの計算   

  
 ・A特性音圧レベルのユニットパターン（LA,i）を 

  車線別，車種別に求める 

 ・A特性音圧レベルのユニットパターン（LA,i）を 

  車線別，車種別に求める 

  （６）ユニットパターンのエネルギー積分とLAeqの計算   

   ・ユニットパターンの時間積分値（LAE）を計算する。 ・ユニットパターンの時間積分値（LAE）を計算する。 

   ・その結果に対象とするT[s]内の交通量NT[台]を考慮し， ・ｾﾝｻｽの12時間交通量を考慮しLAeq,Tを求める。 

   その間のエネルギー平均レベルである等価騒音レベル   

   LAeq,Tを求める。   
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ASJ RTN-Model 2018 環境省面的評価支援システム 

伝播計算 （１）基本式 

（２）回折減衰に関する補正⊿Ldiff 

・回折補正量計算の基本量⊿Ld ・回折補正量計算の基本量⊿Ld 

・遮音壁(1回回折)の回折補正量⊿Ldif,sb ・遮音壁(1回回折)の回折補正量⊿Ldif,sb 

・有限長遮音壁の回折補正量⊿Ldif,fb ・非対応：有限長遮音壁の回折補正量⊿Ldif,fb 

1 パスの方法 又は 

  上方と側方の回折音を考慮する方法 

・築堤・厚みのある障壁の回折補正量⊿Ldif,dd ・非対応：築堤・厚みのある障壁の回折補正量⊿Ldif,dd 

・多重遮音壁の回折補正量 

二重遮音壁の回折補正量⊿Ldif,db 
・二重遮音壁の回折補正量⊿Ldif,db 

 三重遮音壁の回折補正量⊿Ldif,tb ・非対応：三重遮音壁の回折補正量⊿Ldif,tb 

・張り出し型遮音壁壁の回折補正量⊿Ldif,hb ・張り出し型遮音壁の回折補正量⊿Ldif,hb 

・先端改良型遮音壁壁の回折補正量⊿Ldif,emb ・先端改良型遮音壁の回折補正量⊿Ldif,emb 

・低層遮音壁壁の回折補正量⊿Ldif,low ・非対応：低層遮音壁の回折補正量⊿Ldif,low 

・透過音を考慮した回折補正量⊿Ldif,trans ・非対応：透過音を考慮した回折補正量⊿Ldif,trans 

（３）地表面効果に関する補正⊿Lgrnd  

・地表面の種類：3種類の分類 ・地表面の種類：3種類の分類 

①柔らかい畑地，②草地，③固い地面 ①柔らかい畑地，②草地，③固い地面 

※アスファルトなどの舗装面では⊿Lgrnd=0 とする ※アスファルトなどの舗装面では⊿Lgrnd=0 とする 

（４）空気の音響吸収に関する補正量⊿Lair 非対応：空気の音響吸収に関する補正量 

（５）反射音の計算 

①対象構造 ①対象構造 

・掘割・半地下構造道路，高架・平面道路併設部 ・掘割，高架・平面道路併設部 

非対応：半地下構造道路 

②計算方法 ②計算方法 

・反射補正量⊿Lrefl ・反射補正量⊿Lrefl 

反射補正量の計算の基本量⊿Lr 反射補正量の計算の基本量⊿Lr 

半無限反射面での反射補正量⊿Lrefl 非対応：半無限反射面での反射補正量⊿Lrefl 

帯状反射面での反射補正量⊿Lrefl,slit(スリット法) 帯状反射面での反射補正量⊿Lrefl,slit(スリット法) 

矩形反射面での反射補正量⊿Lrefl,rect 非対応：矩形反射面での反射補正量⊿Lrefl,rect 

・散乱反射法 ・非対応：散乱反射法 

・吸音に関する補正量⊿Labs ・吸音に関する補正量⊿Labs 

（６）気象の影響 非対応：気象の影響 

（７）建物・建物群背後における騒音 

①単独建物の背後における騒音 ①単独建物の背後における騒音 

・直接音(回折音)と反射音の寄与を合成してLAeqを計算 ・直接音(回折音)の寄与を合成してLAeqを計算 

・単独建物の回折補正量⊿Lbldg ・単独建物の回折補正量⊿Lbldg 

1 パスの方法 1パスの方法 

上方と側方の回折音を考慮する方法 

 ・壁面反射音の補正量⊿Lb-refl 非対応：壁面反射音の補正量⊿Lb-refl 

②建物群背後における騒音 ②建物群背後における騒音 

予測モデルは次の3 パターン ①の方法を応用して計算する 

(a)点音源モデルによる計算方法 

  平面道路に面して戸建て住宅群が立地している場合、住宅群背後

の騒音は住宅群の遮蔽効果によって減衰する。 

(b)戸建て住宅群背後における特定点の LAeqを求める場合 

建物群が存在しない場合の等価騒音レベルと住宅群による減衰に

関する補正量によって求める 

(c)建物背後における評価区間の平均的なLAeqを求める場合 

建物群が存在しない場合の等価騒音レベルと住宅群による減衰に

関する補正値の区間平均値によって求める 

（８）その他 ・残留騒音を考慮 

・実測値補正を考慮 

※騒音発生強度の把握の方法が1(沿道騒音レベルの実測による方

法)又は2(評価区間における騒音測定結果を準用する方法)において

は、基準位置における実測値と推計値のレベル差を補正値とし反映さ

せる 

※赤字：ASJ RTN-Model 2018非対応 

grnd air10WA,iA,i LLrlog20LL Δ－８－＝ i LΔ＋ dif＋ ＋Δ grnd air10WA,iA,i LLrlog20LL Δ－８－＝ i LΔ＋ dif＋ ＋Δ
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Ⅱ 評価点位置 
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１ 評価点位置 

１－１ 評価点位置 

評価対象住居等の暴露状況の評価点位置は、必要に応じて窓面の位置を手動設定します。窓面位置の手動設定の

方法は、「操作マニュアルのⅣ－３－９ （５）窓面位置設定」を参照してください。 
手動設定しない場合は、自動的に評価点の位置が設定されます。 

１－２ 評価点位置の自動設定 

（１）建物内の住居戸数が１戸の場合（独立住宅、併用住宅、学校、病院等） 

① 距離帯 
道路端から背後地方向に10ｍ間隔で、0～10ｍ、10～20ｍ、20～30ｍ、30～40ｍ、40～50ｍの距離

帯を設定します。 

② 建物の距離帯判定及び評価戸数 
評価対象の建物オブジェクトと距離帯の位置関係から、建物オブジェクトが、最も道路よりの距離帯

に重なる（重なる部分の面積が０㎡を超える場合）位置を評価の距離帯と判断します。評価戸数は１戸

になります。 

③ 近接空間、非近接空間の判定 
評価対象の建物オブジェクトと近接空間の位置関係から、建物オブジェクトが、近接空間に重なる部

分の面積が０㎡を超える場合に、近接空間に属すると判断します。 

④ 評価点位置 
建物オブジェクトの最も道路寄りの壁面が評価点位置となります。 
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（２）建物内の住居戸数が１戸以上の場合（集合住宅） 

① 距離帯 
道路端から背後地方向に10ｍ間隔で、0～10ｍ、10～20ｍ、20～30ｍ、30～40ｍ、40～50ｍの距離

帯を設定します。 

② 建物の距離帯判定及び評価戸数 
評価対象の建物オブジェクトと距離帯の位置関係から、建物オブジェクトが重なるすべての距離帯を

評価の距離帯と判断します。 
評価戸数は、各階ごとに総戸数を建物面積で按分し、道路に面する地域の各距離帯に重なる建物の面

積から、距離帯ごとの戸数を算出しています。 

③ 近接空間、非近接空間の判定 
評価対象の建物オブジェクトと近接空間の位置関係から、建物オブジェクトが、近接空間に重なる部

分の面積と建物面積比で、近接空間の判断と近接空間に含まれる戸数を按分します。 

④ 評価点位置 
建物オブジェクトの最も道路寄りの壁面を１地点目の評価位置とし、残りの評価位置は掛かる距離帯

の中心となります。また、地上高さは１階部分で1.2ｍ、それ以上の階は初期設定値のフロアレベル＋1.2
ｍとしています。 
なお、評価位置が、自建物の内側となる場合でも、評価建物による遮蔽または回折及び透過損失等の

減衰はしないものと設定しています。 

・ 0～10ｍ、10～20ｍ、20～30ｍ、

30～40ｍの距離帯に属します。 
・ 近接空間に属します。 
・ 道路起点側の配置点からの道路へ

の垂線上に自建物はありません。 
・ 住居戸数４戸 

↓ 
☆ 評価点位置は、最も道路寄りの壁面

と10～20ｍ、20～30ｍ、30～40ｍ
の道路起点側の建物から1ｍ外側に

なります。 

道路起点側 道路終点側 
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⑤ 距離帯ごとの建物戸数 

●建物の情報（例） 
・建物の大きさ：10ｍ×45ｍ＝450㎡ 
・階数：2F 
・各階の戸数：9戸 

・ 10～20ｍ、20～30ｍ、30～40ｍ、40～50ｍの

距離帯に属します。 
・ 道路に面する地域の各距離帯と重なる建物の

面積は次のとおりとなります。 
10～20ｍ：100㎡ 
20～30ｍ：100㎡ 
30～40ｍ：100㎡ 
40～50ｍ：100㎡ 
↓ 

☆ 1F、2F ともに各距離帯の戸数は次のとおりと

なります。 
10～20ｍ：2戸 
20～30ｍ：2戸 
30～40ｍ：2戸 
40～50ｍ：2戸 
※道路に面する地域に属さない戸数は1戸 


